
（様式①）

[健康福祉局] ７款 ２項 3目 （単位：千円）

事業費 市債+一財 事業費 市債+一財 事業費 市債+一財

1
特別障害者手当等給
付事業

1,258,648 317,442 1,197,436 301,345 61,212 16,097

計 1,258,648 317,442 1,197,436 301,345 61,212 16,097

事　業　計　画　書　目　次

増△減（６－５）
新
規
・
拡
充

計画
書頁 事　　業　　名

令和6年度 令和5年度



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 3

特別障害者手当等給付事業

7 13 4

事業名称

歳出予算科目

         1,258,648令和6年度                428                  0            317,442           938,498              2,280

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

         1,197,436

              61,212

           893,100

              45,398               ▲228

                 0

                   0

           301,345

              16,097

         1,094,437          1,129,721

         1,162,940

         1,288,428          1,326,772          1,366,749

             2,508

           286,604

         1,133,578

           310,598

           295,118

           296,505

           322,344            331,945            342,765

               483

                ▲55

①在宅の重度及び最重度障害児者に、その障害から生じる負担の軽減を図るため手当を支給します。
②国民年金等の公的年金を受けるために必要な要件を制度上満たすことのできない在日外国人障害者等の福祉の向上を図るため、福祉
給付金を支給します。

事業概要
（アクティビティ）

④終了した⑴身体障害者更生資金貸付金事業及び⑵障害者住宅整備資金貸付金事業の償還金対応事務を行い、債権管理を行います。

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

         29407          29936          31284              32536          33837          35190          36598件数
特別障害者手当支給

実績          29736          31044件

         36598         35190         33837             32536         31284        299936         29407

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

特別障害者手当支給
件数

         31044         29736実績件

①精神又は身体に著しく重度の障害を有し、日常生活において常時特別の介護を必要とする特別障害者に対して、重度の障害のため必
要となる精神的、物質的な特別の負担の軽減の一助として手当を支給することにより、特別障害者の福祉の向上を図ります。
②対象者に手当を支給することで、生活の安定を図ります。
④⑴昭和34年度から貸付（貸付限度額150万円（設備資金100万円・運転資金50万円）・据置期間１年・償還期間９年・無利子）及び償
還事務を実施してきましたが、平成15年３月に貸付事業を終了し、平成16年度から償還事務を行っています。
⑵昭和48年度から貸付（貸付限度額300万円・据置期間６か月・償還期間９年６か月・年利３％・元利金等払）を実施していましたが

事業目的

、平成３年度末に貸付事業を終了し、その後は償還事務のみ行ってきました。平成14年３月に貸付金の償還期間が終了していますが、
未償還額が残されていることから、引き続き未償還者に対する返還金の催告等の償還事務を行います。
個々の状況に応じて引き続き管理を行うもの、償還金の放棄処理をするもの等の整理を行い、適切な債権管理に努めます。

特別障害者手当は、障害者の生活の基盤となる所得補償制度を確立するため、障害基礎年金とあわせて創立されたものであり、障害基
礎年金が障害により失われた獲得能力の補填をの目的とするのに対し、本手当は重度の障害により特に必要とされる負担の軽減を図る
ことを目的として設立されました。

背景・課題

①特別児童扶養手当等の支給に関する法律第17条及び第26条の２　②横浜市在日外国人高齢者・障害者等福祉給付金支給要綱④横浜市根拠法令・方針決裁等
身体障害者更生資金貸付金償還事務要領（平成16年３月31日）、横浜市高齢者及び障害者住宅整備資金貸付金償還事務要領（平成４年
４月１日）等

これまでの実績を根拠とした事業計画のため、その他の根拠データはありません。

根拠・データ等

①・５月、８月、11月、２月：定例支給
　・８月：所得状況届提出
②・６月、９月、12月、３月：支給
　・７月：現況届提出
③・４月納付書発送
④・同上

事業スケジュール

①昭和61年度 ②平成7年度 ③平成16年度 ④平成4年度事業開始年度

1
5年度6年度

特別障害者手当等給付事業

細事業(事業内訳）

1          1,251,648          1,191,055               60,593 受給者増による増

在日外国人障害者等福祉給付金支給事業
2              5,220              5,742                ▲522 受給者減による減

障害者手当等事務費
3              1,753                612                1,141 システム改修による増

身体障害者更生資金貸付金等償還事務費
4                 27                 27                    0

1障害自立支援課健康福祉局

一般会計



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

         1,258,648          1,197,436               61,212

今井 智子 正寿 弘 沖 あかり
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